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問題設定
本稿の関心は，「非同腹」概念の特徴と政治的意味を析出し，それによ
って「非同盟J諸国で今日見られる地域紛争抹況・あるいは軍拡という
事態＇＂がもたらされる背景の一面を把握することにある。換言すれば，
「非同盟」の「平和」理念と実態との事離という現象の原因を整理し，今
後，「非同盟」が有効な平和理念として再編されるためには何が必要かを
探ってみたい。
I 「非同盟」概念
1.一般的定義
「非同盟Jを，当事者の発言や，取られた政策などから整理すると，
般的に次のように定義するのが妥当であろう。
「第二次大戦後の『非同盟』運動における T非同盟』とは，アジア・ア
フリ方向新興独立国とユーゴスラヴィアが，反帝国主義・反植民地主義・
反新植民地主義・反人種差別主義に基ついて，あらゆる形態による外国
の侵略・介入・覇権に対抗L，また軍事を中心とした国際権力政治や軍
事同盟政策に反対して東西いずれの軍事同盟にも属さず，平和的共存に
基づく国際平和の確立を促進し，さらに経済発展政策によってそれら諸
国の独立と行動の自由を確立することを目的として協力をする運動であ
り，そのための政策及ぴ原則である。？
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2.「非同盟」の誕生 二つの歴史的条件
このような「非同盟」の理念と政策，及ひ’運動的最も大きな特徴は，
相互に関連し合う二つの歴史的条件から生み出された。第ーは，第二次
大戦以後の東西冷戦でいある。この条件によって「非同盟」は，植民地独
立国及びユーゴスラヴ、ィアが，国際政治の局面で東西冷戦から距離を置
いて独立的地位を保ち，「平和」を主張しつつ対外的に国家王権を確立す
るという意味を持つことになる。 ここには， 東西軍事同盟への不参加
（「非同盟Jの軍事的非同盟概念）という要素が存在する。また，このこと
は，圏内的局面では，園内の未統合な政治的諸勢力の対立に冷戦の要因
を介入させない（国際冷戦の圏内化の阻止）という目的にも関連し，そ
のことによってこの間題は，次の第二の条件の背景と強〈結びっくこと
になる。そこで第二の歴史的条件は，ポスト・コロニアノレ国家ωの課題を
解決するために必要な外交政策理念としての「非同盟」という条件であ
る。これは，ポスト・コロニアノレ期の国家建設過程で生じる様々な課題
を抱える新興独立諸国や，国際的孤立化の危険町中で固有向社会主義を
模索していたユーゴスラヴィアのような固において，園内統合をはかり
つつ独自の囲内体制を確立し，問題解決を行う政治的・経済的な必要か
ら生じたものである。この場合の「非同盟」は，国際的局面において対
外的な経済的自立を強調するという外交政策理念として顕れる。
これらの二つの条件は，「非同盟」理念を同時に規定する枢要な歴史的
要素であり，一方だけでは「非同盟」は成立しないものである。きて，
以上のような「非同盟」の一般的定義と，歴史的な契機を具体的に分析
すると，「非同盟」が複合的内容をもつことが明らかとなる。
3.複合的概念
「非同盟」概念は二重の怠味で複合的概念である。第一に，「非同盟」と
いう用語は場合によって政治分析の上で異なるカテゴリーを指しており，
また第二に，その理念は，複数の問題領域から成っているからである。
第ーの，異なるカテゴリーとは，「非同盟」が，場合によって，（1）「非同
「非同盟」町平和理念： 69 
盟」諸国の運動，（2）「非同盟」の理念・目的原則i],(3）外交政策，（4）国際
関係におけるサプ・システム，という異なるカテゴリーを意味している
ことをいう？運動としての「非同盟」とは，「非同盟」諸国が国際政治の
中で，自らは，強制的組織化の要素をもっプロ yク（同盟）を形成するこ
となし大国秩序の中で未だ実現されない「非同盟」理念と理想を追求
L，平等主義的構成原理に基づく柔軟なグノレ プであろうとすることを
表す概念である？次に，理念・原則としての「非同盟」は．外交政策の
ドク↑リンであり，国際関係についての一定の哲学，あるいは国際的現
象分析の特定の方法，また，外交政策の決定過程における特殊なアプロ
チーである＇！＇ C. Crabb, K. Babaa, M. Legumらは，「非同盟」を世界に
対する「一個の概念体系」として捉える：）その内容は， J. Burtonが，
国家関係において力に絶対的基礎を置かない世界ンステムと規定する，
従来のパワーパラダイムに代わる「もう一つの世界システム」のモデ
ルの中に見いだすことができる？
外交政策としての「非同盟」は，外交目標を達成するために政策決定
者あるいは政府によって公式に認定された組織的行動の枠，ないし行動
指針のうち，ある限定された外交政策の類型，あるいは世界の一群の国
国の問で共通性をもつような外交政策（の総体）を意味する。これは，
「非同盟」諸国会議で各国が確認した一般的な原則に基づいているが，
具体的な政策は，個々の国家の国際的・国内的な環境条件と各国政府の
「国益」とに従って独自の決定によって形成・実施されるため，非同盟諸
国の行動の多様性を生んでいる？最後にサプ・システムとしての「非同
盟J とは，新興独立国を中心とする中小国が彼らの主権と独立を守るた
めに，第二次大戦後の東西軍事同盟と冷戦という大国中心の「核抑止サ
プ・システム」と国際的権力政治とに対抗して共通利益に基づき創出し
たものて’ある？以上が「非同盟」の表すカテゴリーである。
第二に，「非同現」は複数の局面と問題領域から構成される複合的理念
をもち，どの局面のどの問題領域を優先させるかは，時代の進行によっ
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て変化する。各々の局面と問題領域の関係を単純に図式化すると，表1
のようになる。
表 1 「非同盟」理念の構造と内容
初期概念を中心として一一
政治的・軍事的領域 経済的領域
凶自出
I ) I ) 
軍事的非同頭政策 。国際的経済構造の
＝東西軍事ブロック 不公正是正（平等性）
不参加 0ヒモ付きでない援助的
要求
際 界
自甘シ 「平和」
局 ヌ
ア 独立・「同盟の論理」の否定
面ム
"-. 民族解放反帝国主義・
グ〉 反植民地主義・反新植民地主義
対抗
↓ 
政治的・軍事的独立性 経済的独立性
II) N) 
国 圏内的政治統合課題 圏内経済開発における
内 の解決 独自の方法の採用
的 0非資本主義的方法
局 国際的冷戦の圏内化の阻止 。ソ連型モデルに制約され
面 ↓ ない「社会主義自む方法
圏内政治の安定
キ厳密には，国際的局面は，上記の「大国中心的世界ンステムへの対抗」円
レベルに加えて，「『非同盟』運動内のレベJレ」があり，域内協力や非同盟
諸国間協力という積極的課題が問われる。この問題が強調されるようにな
るのは， 196日年代半ばから末にかけてである。
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表 lにまとめた「非同盟」理念を具体的に検討すると， F非同盟」の主
要な主張，あるいは問題領域の内容を三点に絞ることができる。即ち，
r独立」・「平和」 「経済発展」が，「非同盟」理念の三本柱である。なか
でも「国家の独立性・自主性の確保」はその中核をなし，時代の経過を
通ヒて常に三者の中で最優先の要素である？
I 東西冷戦下における対外的独立
東西軍事同盟への不参加（「平和」と独立）
以上のように，「非同盟」概念は，概念構造と共に理念内容も複合的構
成をもっo既に述べたように，本稿の関心は「非同盟」の平和理念と実
態との希離をめぐる問題である。そこで，ここでは紙幅の制約により，
上述の概念要素の中から「非同盟」における政治・軍事的領域の問題と
して，「東西冷戦下における対外的独立と平和」の問題に焦点を絞り，東
西軍事同盟への不参加＝軍事的非同盟の局面を，類似概念との比較を通
して論じることにする。これは「平和」と「独立」の理念に関連する。
1.「非同盟」理念における「平和」の意味
当事者が主張する「非同盟」理念における「平和」は，第一に核兵器
と戦争の脅威のない地球全体の軍事的次元における平和という普遍的目
的価値であり，ガーナのエンタノレマ大統領が述べたように国際道義的内
容を提示するωものである。第二に，そのような r平和」は，大国・小国
間で搾取・従属という関係が一掃され，国際政治が大国・小国聞の平等
な国家関係によって構成される場合にのみ可能となる？第三に，それは
新興独立国及びユ ゴスラヴィアが，それぞれ国内政治統合，貧困克服
と経済発展という圏内の課題に対処L，国家の独立と自立の達成に必要
な外的環境をも意味した。
東西冷戦下の独立的中立外交として誕生した「非同盟」の基本的平和
政策は，当初，二つの対立を解決し除去することによって「平和」を達
成するものとされた。第ーは，当時存在した東西対立の平和的解決の問
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題であり，第二は，途上国における帝国主義勢力との対決や解放闘争の
解決である。この第二の点については，「非同盟J諸国は基本的に最終的
手段としての武力解放を否定しなかった。第ーの東西大国間対立を世界
の「平和」への第一義的脅威と考えるグループは，「平和共存派」と呼ば
れ，異なる政治・経済体制聞の平和的共存と紛争の平和的解決を強調し
た（ネノレー ，チトー ）？これに対L，第二の対立を世界「平和」への第一
義的脅威と考えたグル プ（インドネシア，ギニア他）は，「非同盟」の急
進派と呼ばれ，植民地解放闘争に平和的解決の強制はできないとして，
米ソ関係を中心とした「平和共存」を批判した。急進派にとっては，平和共
存は，国際政治経済における大国と小国聞を含む各国関係から，搾取や
従属が除去されてはじめて，成立しうるものであったからて’ある？「平
和共存J概念をめぐる以上のような対立に関してベオグラード会議では，
「非同盟」運動全体としての立場は両者の妥協の形で統合されたが，どち
らかといえば「平和共存派」の主張を強〈反映していた。なかでも，「非
同盟」概念的形成期から初期にかけて，国際環境を反映して，東西軍事
同盟不参加という原則が，その平和理念を構成する中心的要素であった。
それではその「非同盟」概念を構成する「平和」の要素は，どのような
特徴と意味を提示していたのて”あろうか。以下に，類似概念との比較に
よって，「非同盟」の「平和」要素の特徴をみてみよう。
2 伝統的中立主義と「非同盟」
1950年代当初，「非同現」は中立主義（neutrality,neutralism）と呼ばれ
た。それは，平和の問題領域における「非同盟」の理念と政策のもつ性
格の中に，多くの人々がヨーロ yパの伝統的中立主義と共通のものを見
出したからであった。以後それぞれの特徴によってdynamicneutrality, 
positive neutralism, progre田iveneutralism, uncommittedと呼ばれ，
最後にnon-al明日nt「非同盟」と呼ばれるようになった？
〈共通占と相違点・ ・同盟体制と非武装化に対する評価〉 伝統的中
立主義（neutralism,neutrality, neutralization）は，本来，戦時において
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ある国が戦争当時者のいずれの側にも加担せず，中立主義を守るという
国際法上の概念であり，戦時に備えて平時からいかなる固とも軍事同盟
を結ばず中立主義の姿勢をとるものである。この中立主義の類似概念と
して等距離外交と孤立主義を挙げることができる。この中立主義には，
スイスや19世紀のベルギー，また，国際的条約で認められた，より新し
い例として1955年以後のオーストリア（neutralization），また，事実上中
立政策を取ることで中立性を明示するスウェーデンのような例が挙げら
れる。また，「非同盟」国であるラオスやカンボジアも， 1954年協定で国
際的地位を規定された時的状況は，積極的中立主義というよりも，他に
ほとんと’選択の余地のない中立的位置（neutrality）というものてー あった？
伝統的中立主義は，パワー・パラダイムに基づく勢力均衡の発想、による
ものであり，同盟体制を前提としている。
これに対し「非同盟」は，明確にある政策を意図的に選択することで
始まる。自らをヨーロッパの伝統的中立主義と区別して，非同盟諸国は
当初，その政策を積極的中立主義と自己規定した。その政策が，両超大
国からの等距離外交でもなく，孤立主義を基調とする消極的なものでも
ないというのが，その理由であった？等距離外交との違いは，「非同盟」
政策が，あらゆる場合において独自の判断を放棄するものではない，と
いう点にある。「非同盟」の目的と矛盾する動きには，それが西側であろ
うと東側であろうと批判的姿勢を取るであろう。目的と一致する場合に
は，西側・東側を問わず支持する。即ちこれは，問題の判断基準を東西
対立軸に置かないことを意味する。また，孤立主義との相違は，対立に
無関係な位置を取るのではなく，紛争解決に積極的に参加して調停，仲
" 裁も行おうという意志を表している。この背後には，国際的権力政治に
おける東西軍事同盟体制を否定し，それに対抗的な行動原理を模索する
姿勢がみられる。
一方，両者には共通点も見出せる。伝統的中立主義は非軍事化（非武
装化）と区別きれなければならない。国家は，非軍事化（非武装化）されて
74 
も中立されるとは限らず，逆に中立化されても非軍事化（非武装化）され
るとは限らない。前者としては1945年の日本を，また後者には1955年内
オーストリアを例示できる。つまり少なくとも原理的には，中立主義は
国際的紛争解決の手段としての武力を放棄することを意味しないという
点で，「非同盟」と共通している。
3 「非同盟Jにおける「東西軍事同盟への不参加」の政治的意味
a｛もう一つの安全保障〉 それでは，従来の中立主義とは異なった平
和理念として，「非同盟」諸政府が提起した軍事的非同盟の固有の内容と
国際政治的意味を見てみよう。「非同盟Jにおける平和理念が提示した原
則と政策は，当事の大国主導の軍事同盟を中心とした国際政治に対して，
以下の三つの意味で「もう一つの安全保障」のあり方を提起したもので
あった。それは，①「同盟の論理」を否定して，東西軍事同盟への不参加
と外国軍事基地の拒否政策を取ること，②「平和」と「軍縮」を訴えること，
③権力政治的な国際政治のアプロ一千を相対化すること，を意味する。
まず最初に，「同盟の論理Jの否定の意味について考えてみよう。これ
は，第一に，世界政治の双極化の危険性に対する批判である。第二は，
同盟内部のヒエラノレヒー構造が同盟諸国の独立性を侵害することに対す
る批判であり，国家閉め相互平等と独立の確保を意味する。冷戦体制の
ように，米ソを各々頂点とする二つの軍事的ヒエラノレヒー集団内部で，
非対称な力関係にある二国あるいは複数国家が同盟関係を締結すれば，
そこでは同盟全体の利益の名のもとに同盟内大国の利益が優先されるこ
とになる。「非同盟」諸国は政治的独立と自立性を維持するために，その
ような「同盟の論理」を否定するのである。
第二に，軍縮と「非同盟J との関係についてみてみよう。「非同盟J諸
国にとっては大国の求める集団防衛，即ち「軍事同盟による安全の確保」
は，世界対立の問題解決の一つの方法として核戦争を含む軍事的解決を
想定することを意味し，その結果，軍拡が助長される。これに対し「非
同盟」理念は，軍事同盟に参加せず，世界における対立領域を限定し，
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平和的紛争解決を第一義的に掲げて「軍縮」を強調するものである。ま
た，「非同盟」諸国が「軍縮」を要求するもう一つの理由は，先進国を中
心とした膨大な軍事費を削減し，その節約分を途上国の経済開発援助へ
と転用し，世界資源を効率的かつ公正に使用するためである？ここでは
軍縮は経済開発の促進要因として把握される？
第三に，「非同盟」諸国は，軍事的ヒエラノレヒーの支配する現実の東西
軍事同盟システムを否定し，軍事的・経済的には弱小国でありながら，
なお核大国の紛争解決に積極的発言をしていこうとする。このことは，
国家の安全保障をめぐる権力政治アプロ一千を相対化することに他なら
ない。この意味で，「非同盟」概念は，勢力均衡システム町中で中立を維
持することを基本として権力政治アプローチを取る伝統的中立主義とは，
理念的に異なるといえよう。
b（「もう一つの安全保障」に伴う矛盾〉 「非同盟」は，以上のような政
治的意味をもっていたが，それが実際に平和政策として機能するには，
実のところ幾つかの矛盾が存在した。
①「同盟の論理」をめぐる矛盾 第一に，「同盟の論理」の否定に関し
ての矛盾がある。「非同盟」は，その理念自体においても，現実の運用レ
ベルにおいても，軍事同盟一般を否定してはいなかったために，極立っ
たヒエラルヒー構造て。ない軍事同盟や，東西対立と関係のない軍事同盟
ならは。参加しでもよいのかという問題を残L，現実に，地域紛争の場合
に問題となっている？この矛盾をよく表すものとして挙げられるのは，
1961年にカイロにおける非同盟準備会議で決定された，五項目にわたる
非同盟首脳会議参加資格基準である。それによれば，大固と「非同盟」
諸国との二国間軍事協定的場合も，また「非同盟」のある国が外国に対
して軍事基地を提供する場合も，それらが「大国間対立との関連で結ば
れたものでなければ」，非同腹会議参加資格の違反とはみなされなかった
のである？そして，この五項目の条件は，今日に至るまで公式には放棄
されていない。ここで強調されたのは，東西対立文脈での軍事同盟の否
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定だけであった。大国を相手とするだけでなく，域内の複数国家間同盟
についても同様である。このことは，地域軍事紛争の発生に際して，地
域の戦争当事国に対L，その同盟国からの軍事的支援の呼ぴ水となり，
紛争を激化させる危険性を抱え込むことになった。
②「軍縮」概念に伴う矛盾 次に「非同盟Jの軍縮慨念のもつ矛盾に
ついてみてみよう。まず第ーの矛盾は，「非同盟J諸国の軍縮要求のほと
んどが1970年代末に至るまでは核兵器を中心にして行われたことである。
その結果，「非同盟」諸国においては，特に自園町通常兵器軍縮への動き
が鈍〈，「非同盟」諸国での通常兵器軍拡は急速な勢いて”進んたヴしかも
第三世界では，ポスト・コロニアノレ期の政治統合過程で宗教・民族・言
語対立などが多発L，これらは多くの地域で国境を挟んで，あるいは囲
内において武力紛争に至った。これに対し，各国政府は多くの場合，武
力的手段を含む抑圧政策を取った。武力（と兵器）は，第三世界的政治的
「安定」にとって国内的にも対外的にも不可欠となっていったのである。
つまり，「非同盟」概念が提起した軍事的非同盟の原則と政策は，紛争の
平和的解決の国内レベルへの一般化や非武装・非暴力主義とは区別きれ
なければならないという問題が，ここで再び想起されるべきであろう。
「非同盟Jの主張した「軍縮」は，必ずしも自らの軍縮を意味しなかった
のである。
「軍縮」要求に関する第二の矛盾は，「非同盟」諸国の軍拡過程で，第
三国からの兵器供給が引き起こす問題である。「非同盟」諸国のほとんど
が途上国であり，軍備増強や近代化に際して多くの国が先進国からの兵
器供給と軍事援助を受け，これを通じて公式の軍事同盟関係とは別極的
軍事的ヒェラルヒーが形成され，各国の政治的自立性的低下の問題を引
き起こしたのて柿ある？
このように「非同盟」運動における「軍縮」概念には，それが「非同
盟」諸国自身の通常兵器軍拡の十分な歯止めとなりえず，地域紛争の平
和的解決や「非同盟」諸国の主権的独立の在り方を脅かす一面が存在し
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たのである。パワー・ポリティックスからの解放という理念は，米ソを
中心とする世界権力構造に対する主張に留まり，自らが当事者である地
域紛争．あるいはある場合には内戦の解決についてはそれを効果的に適
用しうる素地を持たなかったといえよう。もちろん，兵器供給の問題は，
一方的に「非同盟」概念に現れた矛盾にのみ責任を負わせられるもので
はなし世界大の政治・軍事・経済的ダイナミ yクスの中てがの兵器供給
側の大国の方に多大な責任が存在する？しかしなお，この場合，「非同盟」
概念のもつ矛盾の意味が変わることはない。
伝統的中立主義と区別された意味での「非同盟」が指摘した，国際政
治における不平等構造の矛盾と東西軍事同盟及ぴ核軍拡の脅威は，それ
までの歴史と戦後の国際政治に対する正当な批判であり， 「非同盟」が
「もう一つの安全保障」の理念を提示していたという歴史的意義はいささ
かも否定しえない。しかし，既に述べた矛盾は，世界村正力構造に対する
「非同盟」理念的革新的性格を弱体化する要因になっていたのである。
II 新たな類似概念と「非同盟」
近年，国際政治経済の条件の変化に伴って，東西軍事同盟システムに
対する修正概念や批判的概念が欧州先進国内から提示されてきた。これ
らの概念は，国際政治における同盟政治をめぐる「非同盟」の類似概念
である。以下に，「非同盟Jと新たな類似概念を比較分析して，「非同盟J
の軍事的非同現の局面が内包してきた矛盾の性格を検討してみよう。
1 .「準同規」概念
西欧において近年， NATO内中小諸国の自立志向が増大L，これに
伴って「準同盟」（semialignment）という概念が論じられるようになっ
た。「準同盟J概念は，歴史的には第一次世界大戦後，「集団安全保障シ
ステム」の理念が国際政治に現れた欧州に起抑‘をもっとされる？この概
念は，制度上は軍事同開の公式メンバーであるが，一方てー同民義務に対
して自己抑制的な限定的参加しか行わない，同盟内中立主義を取る国々
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の位置と政策を表す？
「準同盟」を論じた著者逮は基本的に同盟政治を否定していないが，
「準同盟」は同盟を弱体化するとして批判的に捉える立場（N.¢rvik）と，
比較的客観的視点を取る立場（C.Hobbraad, R. Koole）がある。後者に
よれば，「準同盟Jは同盟構造が覇権的ではなく，比較的平等な連合的性
格のものである場合にのみ成立しうる。したがって彼らにとっては，「準
同盟Jは同盟に対L，状況認識や措置について多様な観点を提供し，同
盟の暴走や好戦的行動に対する緩和剤として機能するもので，その同盟
が比較的平等な構造を持っている証左となるものである~NATO にお
ける「準同盟」政策的動因は，第一に生き残るためのナショナリズムで
あり，第二に超大国支配への反対，である。これらの動因を導き出す背
景は異なっているが，「準同盟」と「非同盟」との聞には，国家の独立性
をかけて大国支配の硬直した同盟体制への批判を行うωという，共通した
国家の論理がある。しかし，「準同盟」概念はあくまで同盟内中立主義で
あり，実質的にせよ形式的にせよ，同盟システムそれ自体の解体を論じ
るものではない。この点で．「非同盟」とも，また次に述べる「脱同盟」
概念とも異なるものである。
2 「脱同盟」概念
「脱同盟」（dealignment）という概念をみてみよう。これは1979年のNATO
の二重決定以後西欧で盛り上がった，核兵器反対運動における核兵器を
めぐる議論から生じ，やがて米国＝西欧関係の政治的性格を論じる議論
へと発展してきたものて”ある？このような議論が生じた背景は， M.Kaldor 
とRFalkによれば，西欧における米軍のプレゼンスを正当化してきた
コンセンサスが基本的に崩壊してしまったからである~·NATO を中心
とする西側プロックは，単なる軍事同盟以上の意味をもっ。米国と西欧
のエスタブ1)yシュメントは広範な世界政治経済問題や同盟各国内政治
について評価や展望を共有し，同時に安全保障に関しては，米国が核兵
器を含も、手段によって西側ブロックの安全を保障することで合意が成立
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していた。これが， M Kaid or遠の言う「パックス・アメリカーナ体
制」である。広範な問題についての展望の共有と集団防衛へのコミ y ト
メントとが西側同盟のコンセンサスであり，そのコンセンサスを形成し
維持するのはNATOの機構によった？
ところが近年，これら二つのコンセンサスがいずれも崩れてきた。そ
こで，米国としては，コンセンサスの回復（＝＝「パックス・アメリカー
ナ」の回復）のために，それを形成するメカニズムとしてのNATOを強化
する必要が生じ，そのためにソ連の脅威を強調し，人為的に緊張を創出
した。しかし，西側コンセンサスの担い手は，米国政府だけでなく，西
欧国内のエスタプ1)yシュメントにも及んでいる限り，西欧諸国政府が
既存の西側同盟体制を容易に破壊すると考えるのは困難であり，現実に
欧州の安全と世界平和の問題を同盟批判の形で打ち出したのは，反核市
民運動と平和運動の人々であった。「国家」の安全を主張してNATO強
化に協力した政府に対L，これらの人々の主張したのは「人々の安全保
障」であった。西側同盟内の団結の強化が，仮に「パyクス・アメリカ
ーナ」の回復を成し遂げたとしても，その時，西欧にとっての安全は果
たして増大するのか。しかも西欧の危機の最終的対応方法は米国が決定
権を持っている。こうして，西欧において，同盟政治に対抗する自主的
決定権的回復要求が生まれた。このような文脈で生まれた同盟政治批判
概念的一つが「脱同盟」である。
3 「脱同盟」と「非同盟」
この概念を「非同盟」概念における軍事的非同盟と比較すると，「非同
盟」における「国家」中心主義的問題点が明らかになる。
M. KaldorとR.Falkによると，「脱同盟」とは，第二次大戦後の東西
軍事同盟体制を解消させる一つの過程を意味し，大西洋地域での権力関
係を変容するための政治的方式を提示するものである。「脱同盟」とは，
軍事同盟の解消をめざすが，この場合，法律的な同盟形態が形骸化した
形て’残ったとしても構わないのでhある。重要なのは，軍事問思の内容を
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内部から変容させて，「同盟文化？に対し自制をはかり，同盟のコンセン
サスに独自の判断で反対をすることである。この意味て1脱同盟は軍事
同盟の内部から同盟の実質的解消をはかることを示す概念である？これ
に対L，前述の中立主義は，プロソクから離れた位置に立とうとしただ
けで，むしろブロ yク・システム（同盟システム）の安定的維持を前提と
するものである。他方「非同盟」概念の場合は，東西軍事同盟からの法
的・形式的離脱を明示L，目標としては，東西軍事同盟の公式的解消を
論じている？これは軍事同盟の外から東西軍事同盟の解消を論じるもの
である。ところが「非同盟Jの場合，実質的には逆に，兵器供給等を通し
て軍事的ヒエラノレヒーの中に組み込まれる矛盾が存在するのである。
M. Kaldor達は，脱同盟概念を五つの位相において説明している。即
ち，①非核化，②非分極化，③通常兵器を含む非軍事化，＠民主化，⑤
「文化的発展」（新しい社会環境問題を問題として取り上げ解決するよう
な枠組をもっ社会を構築していくこと）である？
「脱同盟」の五つの位相のうち，①非核化と②非分極化の議論は「非同盟」
の軍事的非同盟の議論と類似している。例えば，非分極化の理念とは，超大
白の引き離しによって欧州への超大国の影響を減じ，西欧各国が園内政
策や南北問題に関する決定において，東西対立軸が果たす圧倒的役割か
ら自立し？国家聞の行動の自由と独立，換言すれば対外的国家主権を確
保することを意味する？問題は，残った三つの位相であり，これらの点
で，「脱同盟Jと「非同盟」の国際的・軍事的局面は大きく異なってくる。
③通常兵器を含む非軍事化の問題についてみる。既に述べたように，
「非同盟」の軍縮要求は核兵器を対象としたものが中心で，「非同盟」諸
国自身をも対象とする通常兵器軍縮には極めて対応が鈍しこの点に．
「非同盟」諸国で現実に起こった軍拡の要因の一つが存在していた。これ
に対L，「脱同盟Jの場合には，その概念の中に自らの通常兵器の軍縮の意
味を含んでいるのである。
次に，④民主化の問題をみてみよう。国家主権には対外的主権と対内
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的主権という二つの側面があり，ここで問題となっている二つの概念に
おいても実際にはそれぞれ両側面の議論が含まれている。このうち対外
的国家主権に関する議論では，前段でみたように「脱同盟」と「非同盟」と
の聞に共通点を見出すことができる。しかし，ここで決定的に異なるの
は，「脱同盟」の場合には対外的国家主権の議論が直接的に対内的国民主
権の議論に結びついていることである。「脱同盟」が西欧諸国の超大国に
対する主権の回復を論じる時，その議論は，政治体制の議論（constitution-
al argumentl'”として展開され，問題は各国政府の各国民に対する責任
の観点から論じられる。つまりここでは，重要問題について国民の信託
を受けた政府が決定権を大国に移譲したり，圏内の強い反対意見を抑え
て大国の要請に従うことは，国民に対する責任放棄とみなされる。した
がって，「脱同盟」の立場は，対外的には国家主権であるが，圏内的には
国民主権である。
一方，「非同盟」において対外的主権が語られる時，それは主としてナ
ショナリスト的議論であり，大国に対する国家の自立と独立の権利の観
点からなされた。ここでは，国家の対外的主権が侵害されること（自主
的政治的決定権を他国に侵害されること）は，多くの場合，国家威信の侵
害であって，その国の政府の国民に対する責任放棄として議論されるこ
とは少ない。したがって，「非同盟」の場合，一般的には，対外的にも国
内的にも国家主権の立場となる。これには幾つかの理由が考えられるが，
まず最初に指摘すべきことは，「非同盟」が各国政府を行動主体とする運
動理念であることの特徴あるいは限界が，対外的独立と主権の議論に現
れていると考えることができる。また，政府の外交責任が民主主義の観
点から問われるためには，権力に対する反対勢力が社会で有効に存在し，
機能することが求められるが，「非同盟J諸国の多くの社会にこの条件が
欠けていたことも指摘されるべきであろう？
最後に，⑤「文化的発展」の位相の問題は， M Kaid or達が，先進社会
が直面している危機を「文化的低開発」と規定したところから生ずる？
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現在の先進社会あるいは西側体制全体は， 1960年代から1970年代にわた
る経済成長が生み落とした社会的・環境的・文化的問題を考慮に入れな
いままで経済的対立を管理するための枠組となってきた？このような社
会は「文化的低開発Jてeあり，「脱同盟」I±，そこから脱して「文化的発展」
をもたらすための枠組を模索する戦略である。これは，直接に国内の政
治・社会政策に関係する議論である。広義の「非同盟」が独立後の国家
建設課題を強〈意識した上での外交的枠組であり，その中で国内の貧困
の克服や福祉の構想が，政策の選択上，無関係ではありえなかったにも
かかわらず，「非同盟」が，内政不干渉原則の下に，園内の経済的平等化
と社会政策の問題局面を争点化しえない条件を作り上げて来たことは，
「脱同盟」の枠組と大きく異なるところである？
以上，「脱！司盟Jと「非同盟」の軍事的非同盟概念の比較によって，第一に
「非同盟」の通常兵器軍縮についての矛盾，第二に「非同盟」は国家の独立＝
対外的国家主権の確立が国内の民主主義の議論と結びついていない点，第
三に，国内の公正をめぐっては基本的に外交の枠内に留まっている理念てιあ
ること，という特徴ならびに問題点が析出されたと考える。第三については，
F非同盟」が既に1960年代から存在し，途上国政府を中心に形成された概念
であるのに対L，「脱同盟」は1980年代に先進国側の市民から提示された概
念であることを考えれば，「非同盟」に時代的，場所的，主体的制約があり，
両者を単純に同次元で比較することは，大きな問題を残すことになる。
しかし，「非同盟」が四半世紀余りの歴史的後に，その成果と共に幾つか
の矛盾を示Lている現在，今後の矛盾の克服のために，「脱同盟」の示す
方向性は重要な批判と意味を提供してくれるといえよう。
おわりに
「非同盟Jの平和理念は，国際的には権力政治の相対化を主張し，同盟
政治・「同盟の論理」を否定して，「軍縮」「平和」「独立」という普遍的
価値を目標として掲げた。こうして「非同盟Jの初期の「平和」理念は，
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基本的に「戦争の欠如態」としての「消極的平和」の概念闘ではあった
が，それは，米ソ核対立に対する厳しい批判によって平和と核軍縮の世
界世論形成の原動力の役割を果たし，戦後国際政治の国家聞の権力関係
と経済的不平等に対する批判的機能を果たすという積極的意味をもった。
一方でその理念は，対外的にも圏内的にも国家中心主義であり，「脱同盟」
とは異なり，圏内の民主化と公正の問題をその平和理念から排除する傾
向をもっており，このことが，その普遍的理念を空洞化する矛盾を引き
起こし f~ ， 即ち，「非同盟」は，圏内権力関係に対しては，社会の特権構
造と抑圧に対する有効な批判理念としての機能を果たしておらず，「積極
的平和？を意味するものにつながる基盤をもっていなカ為ったといえよう。
「非同盟」の「平和」理念が有効性をもつための一つの鍵は，その内政的
姿勢にあるといえよう。
「非同盟Jが世界平和を訴えながら，今日の紛争の周辺集中という事態
を招いた珪由の一端は，その概念に含まれたンンボノレ性と政治的機能性
との相克にあった。しかし，それはあくまで理由の一端であって，理由
の全てではない。武力紛争の周辺集中は，単に，途上国や「非同盟」諸
国の行動だけが原因ではなく，兵器貿易あるいは「非同盟J諸国が批判
し続けてきた大図的世界的同盟政策が，その大きな原因を成すからであ
る。この点の検討は別の機会に譲りたい。
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NON-ALIGNMENT AND ALTERNATNE SECURITY 
一InComparison with Snmlar Conceptsー
≪: Summary ~ 
Sanae Isomura 
Since WWJI, direct armed conflict has been avoided町nong世田Euro-
pean industrialized states and between the two superpowers at也e
global level However, despite也isglobal“peace，” armed conflict has 
often occurred in the百1irdWorld, resulting in a“maldistribution of 
armed conflict.”百ushas happened in spite of也eappeal for peace by 
the non-aligned Third World.官1ispaper analyzes, from the viewpomt of 
白econcept and policy of non-alignment，也efactors which brought 
about this situation and studies the conditions necessary to reconstruct 
世田conceptof non-alignment for an effective peace 
In considermg pea田 andsecurity in international politics, two types 
of organizational systems wi世血也e“internationalsociety”c皿 be
1den司自ed:alliances and o也ertypes of international cooperation. Accord-
mg to也epower politics paradigm, alliances, clearly related to military 
agreements, are one of the most important institutions in血e“pea曲目d
war＇’issue. On世田 contrary,after WWJI, new movements or concepts 
have appeared, denying or threatenmg to destroy alliance systems, 
也usputting only relative weight on the power politics paradigm Non-
alignment and“de-alignment”are representative 
W1白血 theconcept of non-alignment, world peace includes such 
essential ideals as disarmament and independence町1d町1attitude critical 
of unequal structures of power and econormc relations among states. 
Non-alignment has been state-centric, both internally皿dexternally, and 
h描 atendency to isolate也e出U出 ofdemocracy and justice wi由加a
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state from those of foreign policy. This characteristic has partially denied 
a positive mear由igto non-alignment；血atis, it has not func世oned出血
effective cril!cal con田ptaga泊stprivileged social structures arid state 
repression. Peace m 世田 conceptof non-alignment, especially to血e
early 1960’s, basically me皿t“negativep問団” σ.Galtung), in terms 
of a lack of war, but did not have sufficient basis for “positive pea田”
(J. Gal tung）.百ms,it is concluded也atone of the keys to non-alignment 
becoming ari effective con田ptfor peace arid security lies in a reexar凶－
nation arid reVJsion of state-centrism arid of attitudes toward politics 
With血eachnon-aligned state 
